様式第１号（第4条関係）
令和　　年　　月　　日
福島県知事　様　　　　　　　　　　グループの名称
中小企業等グループ代表事業者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　印
担当者職氏名
                                　　ＴＥＬ　　　　　　ＦＡＸ
                                　　Ｅ－mail
中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業復興事業計画認定申請書
令和　　年度において実施する中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業に係る復興事業計画の認定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
記
１　事業計画の目的
２　事業計画に要する経費
事業に要する経費　　　　　　  　　　金　　　　　　　　　　円
（補助金申請予定額※千円未満切捨　金　　　　　　　　　　円）
　　　　（自己資金額　　　　　　　　  　　金　　　　　　　　　　円）
　　　　（その他　　　   　　　　　　 　　金　　　　　　　　　　円）
３　中小企業等グループの参加企業数
　　　企業・団体数　　　　　　　　　　社
（中小企業　　　　　　　　　　社）
　　　　（中小企業以外　　　　　　　　社）
４　事業完了（予定）年月日
○添付書類
□ （別紙１）中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業復興事業計画書
□ （別紙２）構成員別復興事業計画書※事業経費の積算根拠となる見積書の写し（２者以上）を添付すること。
【新分野事業で申請する場合】
㋐認定経営革新等支援機関による確認書
注）認定支援機関が新分野の事業計画を確認する際に使用した資料一式を添付すること。
※以下２点を認定し得る具体的な数値等が記載されている資料であること。
①従前の施設等への復旧では、震災前の売上まで回復することが困難であること。
②新分野事業の実施により売上回復が見込まれること。
㋑従前の施設・設備を原状復旧するのに必要な経費に係る見積書の写し（２者以上）
　　　※既交付決定事業者が新分野事業へ切り替える場合は不要。
㋒新分野事業に必要な施設・設備等に係る見積書の写し（２者以上）
□ （別紙３）経営状況表
□ （別紙４）暴力団排除に関する誓約書
□ 役員一覧
□ 納税証明書（法人県民税、法人事業税）の写し
□ 会社案内等のパンフレット
□ 罹災証明書の写し
□ その他知事が必要と認める資料（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
注）いわゆる反社会的勢力に該当する方は構成員となれません。
